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研究要旨 

 本研究は、平成 26-28「建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する研究」に

基づき、環境衛生管理基準不適率上昇が顕著である空気環境を中心に４つの研究

を行い、建築物衛生環境の効果的向上を図るための基準改正に資する科学的根拠

を示す。平成 30 年度は以下を実施した。 

基準案の検証（エビデンス整理）は、建築物環境衛生管理基準の空気環境項目に

ついて、国際的な動向や諸外国の動向および関連する近年の科学的知見等を整理

し、温度及びＰＭ2.5について見直し等の検討が必要であることを示した。

測定評価法提案（ケーススタディー）は、空気環境の測定方法の提案を目的とし、

ASHRAE 55 基準に準拠した測定方法を提案し、北海道、東京、大阪の実際のオフィ

スを 3 季節に分けて調査し、水平方向や垂直方向の温熱環境の分布を詳細に評価

できることが確認された。 

測定評価方法検証では、室内環境の測定及び健康影響に関するアンケートの測

定対象について、特定建築物 3件が得られた。建築物利用者の職場環境と健康状態

の実態調査については、冬期と夏期に断面調査を実施した結果、ビル関連症状の有

症率は、冬期夏期いずれにおいても も有症率が高かったのが一般症状であった。 

制度提案（自治体等ヒアリング）は、空気環境測定に関するアンケートの予備調

査において、空気環境の測定点、測定時間、測定後の改善に関する課題が抽出でき

ることが確認された。二酸化炭素濃度の不適率の 1999 年以降の上昇要因の分析で

は、外気濃度上昇、省エネルギー等に伴う換気量の削減、報告徴取率の増加が要因

として挙げられ、今後も不適率の上昇が続くことが予想されることが示された。 
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Ａ．研究目的 

 本研究は、平成 26-28「建築物環境衛生管理

に係る行政監視等に関する研究」による、空気

環境衛生基準、衛生管理体制、新しい健康リス

ク等に関する提案に基づいて、環境衛生管理基

準不適率の上昇が顕著である空気環境を中心

に４つの研究を行い、建築物衛生環境の効果的

向上を図るための基準改正に資する科学的根

拠を示すことを目的とする。 

「建築物環境衛生管理に係る行政監視等に

関する研究」では、空気環境衛生基準の項目等

について、課題と対応案が以下のように示され

ている。温熱環境の項目では、温度不適率は上

昇し、夏期の 28℃超が多い。冬期室温は比較的

高く相対湿度低下の要因である。相対湿度不適

率は非常に高く、加湿設備の設計から運用まで

の課題がある。気流も不適率が上昇し、冬期不

快の要因である。放射なども含めた総合指標

（PMV 等）の利用が必要である。空気環境の項

目では、二酸化炭素不適率が上昇し、個別式空

調における換気不備、省エネルギーのための換

気量削減、外気濃度上昇等の要因が指摘され、

濃度評価法も含めた検討が必要である。一酸化

炭素及び浮遊粉じん不適率は低いが、喫煙の影

響を注視する必要がある。外気の PM2.5 が懸念

されるが、室内発生やエアフィルタの検討が必

要である。ホルムアルデヒド不適率も低いが、

VOC による健康影響は注視する必要がある。こ

の他、浮遊微生物、VOC、臭気、定期測定や立

入検査の測定値の代表性、処理評価法、省エネ

ルギー技術の課題（タスクアンビエント空調・

パーソナル空調の空間分布、アースチューブの

微生物等）がある。 

本研究は 4つの研究で構成し、それぞれの目

的は以下の通りである。基準案の検証（エビデ

ンス整理）では、「建築物環境衛生管理に係る

行政監視等に関する研究」を整理補足して基準

案（基準の見直し、項目の追加・組替え）を作

成し、適用効果と不適率への影響を明らかにす

る。測定評価法提案（ケーススタディー）では、

基準案に対応した空気環境測定方法を提案し

精度を明らかにする。測定評価法の検証（実建

物試行）では、新たな測定評価法の有効性を明

らかにする。制度提案（自治体等ヒアリング）

では、自治体、ビルメンメンテナンス業の実情

を踏まえ、基準案・測定評価法の実効性、制度

の可能性を明らかにする。 

 以上のように、「建築物環境衛生管理に係る

行政監視等に関する研究」の成果を活かし、実

効性のある基準及び制度に向けた具体的な提

案とその科学的根拠を示すことが、本研究の目

的である。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究「建築物衛生管理基準の検証に関する

研究」を構成する４つの研究では、以下の方法

によって 30 年度の研究を実施した。 

 

B-1 基準案の検証（エビデンス整理） 

平成 26-28「建築物環境衛生管理に係る行政

監視等に関する研究」による環境衛生管理基準

に関する提案及びエビデンスを踏まえ、国立情

報学研究所論文情報ナビゲータ（CiNii）、独立

行政法人科学技術振興機構の J-Dream III によ

る科学技術関連の文献検索（1975 年以降の文

献を収載）、米国国立医学図書館の Pubmed に

よる医学関連の文献検索（原則として 1950 年

以降の文献を収載）、インターネット検索によ

るホームページからの情報収集及び関連資料、

既存の書籍および上記検索で入手した文献や

資料に掲載されている参考文献等を入手した。

また、平成 22 年度に実施した財団法人ビル管

理教育センター（現、公益財団法人日本建築衛

生管理教育センター）委託による「建築物環境

- 2 -



 

衛生管理基準の設定根拠の検証について」の報

告書以降のエビデンスについて調査及び整理

を行った。なお、2001 年度にとりまとめられた

建築物衛生管理検討会の報告については改め

てその概要を記載した。 

 

B-2 測定評価法提案（ケーススタディー）  

空間の用途、空調方式、立地の多様性を考慮

した、空気環境の測定方法の提案を目的とし、

世界的に参照されている温熱環境基準の文献

調査を行った。室内温熱環境基準である

ASHRAE:55-2017 および ISO7730:2005 の文献

調査を行い、ここに規定される温熱環境を評価

するための測定方法を整理し、これらの基準を

参考に空気環境測定法を提案して、実際の測定

を通じてその有効性の検証を行う。 

 

B-3 測定評価法の検証（実建物試行） 

B-3-1 調査対象物件の建物特性 

 既往の測定法、及び、新たな測定評価法の有

効性を明らかにするため、温度、相対湿度、二

酸化炭素の含有量について 2 週間程度の連続

測定を行う測定調査 1、及び、浮遊粉じんの量、

浮遊微生物や化学物質などの空気環境項目及

び空調機内部の汚れ具合などの調査を行う測

定調査 2について、協力の得られる特定建築物

を選定し、その建物特性について整理を行った。 

B-3-2 健康影響に関する検証 

自記式調査票を研究対象の会社等に配付し、

郵送等にて回収した。建築物の管理者または事

務所の責任者に対しては「建築物の維持管理状

況の調査」（管理者用調査）、事務所の従業員に

対しては「職場環境と健康の調査」（従業員用

調査）を実施した。管理者用調査では、事務所

及び事務所が入居する建築物の維持管理状況

などを問い、従業員用調査では、職場環境と健

康状態などを問うこととした。事務所１件あた

り管理者用調査票 1 部、従業員調査票は在室時

間の長い従業員に対して 15 部配付した。なお、

本研究は、人体から採取された試料を用いない

観察研究である。 

 

B-4 制度提案（自治体等ヒアリング） 

B-4-1 空気環境測定に関する分析 

特定建築物の空気環境測定の実態に関する

本調査に先立って、空気環境測定者へのアンケ

ート調査方法を検討し、試行結果に関する分析

を行った。 

B-4-2 二酸化炭素濃度等の空気環境に関する不

適率上昇要因の分析 

特定建築物における建築物衛生管理基準項

目の実態を把握し、基準検証及び行政監視指導

方法を含めた制度提案の基礎とすることを目

的とする。行政報告例の特性を踏まえた上で、

外気濃度上昇と換気量削減による不適率上昇

への影響について明らかにするために、ＪＭＰ

による分析と濃度不適率の数式モデルによる

解析を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1 基準案の検証（エビデンス整理） 

空気環境の測定項目における近年の科学的

知見において、温度では、日中の 大値として

28℃以下が望ましいこと、低温側では高齢者

における血圧上昇、血中コレステロールの上昇、

肺機能低下などの系統的レビューから 18℃以

上が推奨されている。相対湿度では、低温乾燥

状態ではインフルエンザウイルス、RS ウイル

ス、肺炎球菌、ライノウイルスへの感染リスク

が増大することが複数の疫学研究で報告され

ており、23℃程度では 40%程度以上必要と推

定された。二酸化炭素では、1000 ppm 程度の

低濃度域における二酸化炭素濃度の上昇と生

理学的変化（二酸化炭素分圧、心拍数等）及び
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シックビルディング症候群（SBS）関連症状や

小児喘息との関係が報告されている。また近年、

1000 ppm 程度の低濃度の二酸化炭素そのも

のによる労働生産性（意思決定能力や問題解決

能力）への影響が示唆されている。浮遊粉じん

については、1990 年代以降、10μm よりも小

さい粒子のほうが肺の奥深くまで侵入してよ

り強い生体影響を発現することが明らかとな

り、2005 年には世界保健機関（WHO）が循環

器疾患に関する疫学調査に基づき PM2.5 の空

気質ガイドラインを公表し、諸外国では、ドイ

ツが 2008 年、フランスが 2010 年、カナダと

台湾が 2012 年に PM2.5の室内空気質ガイドラ

インを策定しているなど、PM2.5対策に移行し

ている。一酸化炭素では、WHO が有害性の再

評価を行い、一酸化炭素への長期曝露によって、

感覚運動能力の変化、認識能力への影響、感情

や精神への影響、循環器系への影響、低体重児

出生などとの関連が報告されてきたことから、

2010 年に室内空気質ガイドラインとして 7 

mg/m3（24 時間値、6.1 ppm、長期間曝露）を

新たに加えている。その他では、厚生労働省化

学物質安全対策室や WHO が室内空気汚染物

質の指針値の新設や見直しを検討中である。エ

ビデンスのレビューは、次年度以降も継続し、

終年度にとりまとめる予定である。 

 

C-2 測定評価法提案（ケーススタディー） 

温熱環境に関する快適性の基準が時代の要

請に合わせて改定されているのに対し、測定方

法には大きな変更が見られないことが確認さ

れたため、ASHRAE 55 基準に準拠した測定方法

を提案し、北海道、東京、大阪の実際のオフィ

スを 3季節に分けて調査した。従来の測定法に

比べ、水平方向や垂直方向の温熱環境の分布を

詳細に評価できることが確認された。今後は、

不均一な環境形成を目的とした空調方式の建

物を対象とし、精度検証を進めていく必要があ

る。 

 

C-3 測定評価法の検証（実建物試行） 

C-3-1 調査対象物件の建物特性 

 温度、相対湿度、二酸化炭素の含有量につい

て、2 週間程度の連続測定（測定調査 1）に協

力できると 22 件から回答が得られた。また、

この 22 件のうち、測定調査 1 に加え、浮遊粉

じんの量、浮遊微生物や化学物質などの空気環

境項目及び空調機内部の汚れ具合などの調査

（測定調査 2）に協力できると 16 件から回答

が得られた。今後は、これらの物件等について、

既往の測定法、及び、新たな測定評価法の有効

性を明らかにするために、主要空間の代表点の

温湿度、放射、二酸化炭素の含有量の連続測定、

以上の測定項目の空間分布、に加えて総合温熱

指標（PMV、SET*等）、一酸化炭素の含有量、浮

遊粉じん、PM2.5 、化学物質、細菌・真菌、エ

ンドトキシンの季節ごとの測定を行う予定で

ある。 

C-3-2 健康影響に関する検証 

建築物利用者の職場環境と健康状態の実態

調査については、冬期の断面調査として、平成

30 年 1 月 5 日に 500 社に対してアンケート調

査を依頼した。本調査では、非特定建築物と比

較評価するために、非特定建築物も約半数含め

た。また、建築物の調査数を補うために、別途、

東京と大阪の 6 つの事務所にもアンケート調

査を依頼した。その結果、2018 年 4 月 3 日時

点で 184 社、1961 名からアンケートの回答を

得た。次年度にデータ解析を実施する予定であ

る。 

 

C-4 制度提案（自治体等ヒアリング） 

C-4-1 空気環境測定に関する分析 

首都圏（東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県）

- 4 -



 

の空気環境測定の実務者 56 名の協力を得て、

アンケート調査を試行した結果、空気環境測定

に関するアンケートによって、空気環境の測定

点、測定時間、測定後の改善に関する課題が抽

出できることが確認された。 

C-4-2 二酸化炭素濃度等の空気環境に関する不

適率上昇要因の分析 

建築物衛生管理基準の不適率が持続的に上

昇している二酸化炭素濃度に注目し、その要因

分析を行った結果、1999 年以降の上昇の要因

に、外気濃度上昇、省エネルギー等に伴う換気

量の削減、報告徴取率の増加がある。それらの

影響は持続的に増大しており、今後も不適率の

上昇が続くことが予想される。報告徴取率が増

大していない東京都等の一部の自治体では不

適率が上昇していない。これらの自治体では、

立入検査等による監視指導の効果によって、外

気濃度の上昇や省エネルギーに伴う換気量の

削減の影響が抑制されている可能性がある。 

 

Ｄ．結論 

本研究「建築物衛生管理基準の検証に関する

研究」を構成する４つの研究「基準案の検証（エ

ビデンス整理）、測定評価法提案（ケーススタ

ディー）、測定評価法の検証（実建物試行）、制

度提案（自治体等ヒアリング）」について本調

査及びまとめの段階となっている。 

基準案の検証（エビデンス整理）では、 新

知見によって基準改正の対象候補となる項目

決定の基礎が得られた。 

測定評価法提案（ケーススタディー）では、

主に温熱環境に関する評価方法の進歩が大き

い中で、温度、湿度、気流等の温熱環境に関す

る基準の追加、組み換えの提案に資する知見が

示された。 

測定評価法の検証（実建物試行）では、測定

評価法の提案に基づく実物件での検証の準備

として、対象建物の選定及び属性分析を行うと

ともに、衛生管理、室内環境と健康影響に関す

る調査を行い、分析を行っている。 

制度提案（自治体等ヒアリング）では、実効

性のある基準の見直しのための基礎として、行

政報告における不適率上昇の分析、自治体にお

ける立入検査及びその報告に関する状況把握

として空気環境測定の実態に関する調査方法

を確立した。 
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